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でいる。 

最近の著書： 『なぜ韓国企業は世界で勝てるのか－新興国ビジネス最前線－(PHP新書)』、『図解 韓国四大財閥早わ
かり(中経出版)』、『徹底解析!!サムスン成功の秘密(共著、洋泉社)』、『韓国企業、世界でなぜ上手くいくのか(韓国語版、
滄海出版)』、 『韓国財閥(台湾にて中国語版出版予定)』、 『(仮)韓国企業だけが知っている日本企業没落の真実(中経
出版より12月出版予定)』 

最近の論考：ロシアNIS調査月報「特集韓国企業のロシアビジネスに学ぶ、韓国企業のグローバル戦略とロシア市場で
の展開」、宣伝会議「特集韓国企業のマーケティング戦略、いち早く参入を決定、BRIDs市場で成功した戦略」。産経新
聞「金ヨナ式韓国企業が席巻」、サイゾー「韓国企業で働きたいですか」、日経ビジネスオンライン「金正恩の北朝鮮(上・
下)」、韓国ハンギョレ新聞「日中韓の転換期にどのように対応すべきか」、韓国経済新聞「日本の製造業の墜落」と 「韓
国、技術＋マーケティング戦略」、韓国日報「日本企業失敗の研究」、ニューズウィーク日本版「トヨタを脅かすヒュンダイ
の逆襲」など。 

最近の講演：寺島実郎監修リレー講座、寺島実郎戦略経営塾、寺島実郎時代先見塾、東京証券取引所、経済同友会
アジア委員会、ワークプレイスメント2012、日刊工業新聞、鳥取県、東京都国分寺市、環日本海経済研究所、日本生産
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 「現代東アジアの経済相互依存関係」 
問題意識と目次 

1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに 

向き合うか 

 ①アジア企業の経営から学ぶ 

 ②ロンドンオリンピックとアジアの知恵 

 ③アジアの地理概念 

 ④政経矛盾を抱えながら発展するアジア 

 

2.東アジアの経済相互依存関係の実態 

 2-1.北東アジア経済圏の地政学的立地 

 2-2.中朝経済 

 2-3.蒙朝経済 

 2-4.露朝経済 

 2-5.南北経済 

 

3.結び 

 

        
 

 

 21世紀は、まさしくアジア・ユーラシア

ダイナミズムの時代と言えよう。東アジ
アは、国際関係が緊張する反面、経済
連携が拡大するという大きな政経矛盾
を抱えながらも、新たな経済発展段階
を迎えている。 

                                

 このような東アジアの経済連携の本質
的な実態について考察する。特に日本
・中国・韓国・ロシア・モンゴル・北朝鮮
間の経済相互依存関係の実態に迫る
。また、政経矛盾を解消し、経済連携
をより一層深化させるアジア・グローバ
ル人材像について議論する。 
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1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 

①アジア企業の経営から学ぶ 

 2012年9月18日付の日本経済新聞に「経営学のお手本、米国からアジアへ」とい

う記事が掲載された。これまで日本で「経営のお手本」といえば米国企業であった
が、近年その傾向に変化がみられると指摘している。同年9月6日～9日に開催さ
れた日本経営学会の第86回大会では、統一論題を「新しい資本主義と企業経営

」としながらも、サブテーマとしては「アジア企業の経営から学ぶ」、「アジア内需の
時代の企業経営」とされていた。報告テーマでも「中国の企業経営から学ぶ」、「
韓国の企業経営から学ぶ」、「日本アジア間連携的経営」、「岐路に立つアジア経
営」などが目を引いた。 

 今や日本企業は、アジア市場に進出するか、アジアのヒト・モノ・カネ・情報を取り
込まずにして、生き残れないということは言うまでもない。 

 極言すれば「ビジネス＝アジア」「人生＝アジア」という価値観の大転換を余儀なく
されている。 

 もうすでに日本の製造業やサービス業のみならず、地方自治体も、アジア市場で
の販売・生産拠点の開拓や、アジア観光客やアジア企業の日本への誘致に躍起
になっている。 
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1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 

①アジア企業の経営から学ぶ 

 それでは日本企業やビジネスパーソンが、アジアビジネスで成功するには、どの
ような素養や能力が必要であろうか。 

 

• まずは、アジア発の情報の収集・分析・発信力、アジア消費者ニーズの把握、ア
ジア戦略策定力、アジアビジネスモデル、アジア観、アジア近現代史などである。 

 

• 次にこれらの情報・知識・スキル・観点を繋ぎ合せて体系化し、アジアマインドや
アジアセンスを磨くべきだ。 

 

• そして最後は、アジアの企業やビジネスパーソンがもっている「アジアの知恵」を
引き出し、これを日本の企業やビジネスパーソンがもっている「日本の知恵」と結
びつける、もしくは融合させる地政学的知恵が求められる。 
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1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 

②ロンドンオリンピックとアジアの知恵 

 ロンドンオリンピックで日本は、金7、銀14、銅17の38個に上る過去最高のメダル
を獲得した。また、金メダル獲得ランキングでは11位(7個)であった。ただ、アジア
勢の順位で言えば、2位中国(38個)、5位韓国(13個)に次ぐものであった。 

 日本が過去最高のメダルを獲得した秘訣は、何だったのだろうか。それは、「結
束力」、「女性力」、「裾野の広さ」、「絆」などの言葉に集約される。 

• 競泳は、北島康介選手を中心とした結束力で戦後最高の11メダルを獲得し、女
子の卓球とアーチェリー、男子フェンシングは団体初のメダルとなった。 

• メダル38個の内訳は、男子が21個で、女子は17個であったが、関わった選手の
人数でみると延べ84人のうちサッカーやバレーボールでメダルを獲得した女子が
53人と圧倒的であった。 

• メダル獲得した競技種目数は、過去最多の13競技であったことから、多くの競技
種目でレベルの底上げが進んでいることが示されたと言える。 

• 競技する日本選手と応援する国民との間に深まった「絆」は、可視化され、世界
の人々からも注目を浴びた。 

 この「結束力」、「女性力」、「裾野の広さ」、「絆」は、まさしく「日本の知恵」が最も
詰まったものではなかろうか。 
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1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 

②ロンドンオリンピックとアジアの知恵 

 ロンドンオリンピックで日本のお家芸である柔道は、日本男子が五輪史上初めて金メダル
なしの惨敗に終わった。一方、韓国男子は2個、ロシア男子は3個の金メダルをもたらした。 

 日本柔道の敗因については、日本のメディアなどで「日本柔道のガラパゴス化」だと書き叩
かれ、「日本は日本の柔道にこだわり、世界のJUDOに遅れている」、「日本の柔道監督に
外国人を起用すべきだ」などと批評された。 

 また、韓国の鄭勲・男子柔道監督も「日本選手の技術が高いことに変わりはない。ただ国に
よって柔道のスタイルが違い、それに対応できていないのではないか」と同じようなコメント
をしている。 

 これは昨今、パナソニックやソニーなどの日本企業が、サムスンやLGなどの韓国企業に打
ち負かされている敗因とも相通ずるところがある。 

 日本企業は、世界最高の技術を持っているのにも関わらず、アジアや新興国市場で稼ぎ切
れない一方、韓国企業は現地化(ローカライズ)やマーケティングで稼いでいる。 
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1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 

②ロンドンオリンピックとアジアの知恵 

 また、女子柔道で中国が銀メダルと銅メダルを獲得し、日本選手を脅かしたことも
気にかかる。中国の女子柔道選手は、柔道の技を磨く過程で隠し味として中国の
太極拳を取り入れているそうだ。そこで柔道における「アジアの知恵」とは何かと
考えるならば、日本の柔道、中国の太極拳、韓国のテコンドーをさまざまな組み
合わせで織り交ぜることと言える。当然、講道館柔道からすれば、邪道と言われ
るかもしれない。 

 今後、スポーツ界では否応なく、アジアは「日本の知恵」を、日本は「アジアの知
恵」を意識し始めるだろう。 

 これは、産業界においても同じで、アジア企業は「日本の知恵」をこれまで以上に
取り入れるだろうし、日本企業も「アジアの知恵」を本腰入れて取り入れて行くだ
ろう。 

 そのためにも前述したアジアビジネスの素養や能力が不可欠である。しかしこれ
までの日本の教育課程や企業研修などの場で学ぶ機会がほとんどなかったと言
える。したがって今後は、強い問題意識をもって相当な学習やトレーニングが必
要でなる。 
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1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 

③アジアの地理概念 

 21世紀は、まさしくアジア・ユーラシアダイナミズムの時代である。 

 アジアの地理概念は、ユーラシア大陸のヨーロッパ以外の地域であり、ユーラシア大陸の面積の 

   約80%(4457万km²)をアジアが占め、人口は世界人口の約60%(40億人)がアジアに住んでいる
。 

 国数は、広義では48カ国で、東アジア(6カ国)、東南アジア(11カ国)、南アジア(7カ国)、 

   北アジア(1カ国)、中央アジア(5カ国)、西アジア(18カ国)に地域分類される。 

• 東アジア(6カ国)→日本、モンゴル、中華人民共和国（中国:香港・マカオ含む)、 

               朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）、大韓民国（韓国）、台湾。 

• 東南アジア(11カ国)→インドネシア、カンボジア、シンガポール、タイ、フィリピン、ブルネイ、 

                ベトナム、マレーシア、ミャンマー、ラオス、東ティモール。 

• 南アジア(7カ国)→インド、スリランカ、ネパール、パキスタン、バングラデシュ、ブータン、 

              モルディブ。 

• 北アジア(1カ国)→ロシア(シベリア連邦管区、極東連邦管区) 

• 中央アジア(5カ国)→ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス、タジキスタン、トルクメニスタン。 

• 西アジア(18カ国)→ アフガニスタン、イラン、イラク、トルコ、キプロス、シリア、レバノン、 

                イスラエル、ヨルダン、サウジアラビア、クウェート、バーレーン、カタール、 

                アラブ首長国連邦(UAE)、オマーン、イエメン、パレスチナ(一部)、 

                エジプト(一部)。 

 狭義では、24カ国(東・東南・南アジア)である。 

 アジアの中核をなすのは、日本・中国・韓国の3カ国であり、この地域の呼称を東アジア、 

   または北東アジアという。 
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1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 

 ③アジアの地理概念 

9 

北アジア→青 

中央アジア→紫 

西アジア→緑 

南アジア→赤 

東アジア→黄 

東南アジア→橙 

出所:Wikipediaアジアより修正加工。  

北アジア 

東アジア 

東南アジア 

南アジア 西アジア 

中央アジア 

//upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/6/61/Location-Asia-UNsubregions.png


1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 

 ③アジアの地理概念 

北東アジアの地理概念 

 広義は、日本、中国、韓
国、台湾、ロシア(極東・
シベリア地域)、モンゴル、
北朝鮮の7カ国を指し、
国単位で見る。 

 

 狭義は、中国の華北と東
北3省地域、ロシアの極
東とシベリア地域、日本、
韓国、モンゴル、北朝鮮
のユーラシア大陸北東
地域を指し、地域的に見
る。 
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北東アジアの地理概念

ロ シ ア

中 国

日 本

韓国

モンゴル

（狭義）北東アジア

（広義）北東アジア

出所：多摩大学筆者作成。

北朝鮮

台湾



1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 

 ③アジアの地理概念 
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E U

MERCOSUR

世界の経済圏の分布図

出所：多摩大学筆者作成

北東アジア

アジア大洋州経済圏

APEC(アジア太平洋経済協力)

NAFTA

(北米自由貿易協定)

上海協力機構

ASEAN

ｱﾗﾌﾞ・ﾏｸﾞ

西ｱﾌﾘｶ諸国

経済共同体 東南部ｱﾌﾘ

東ｱﾌﾘｶ

南部ｱﾌﾘｶ

中部ｱﾌﾘｶ

経済通貨

ユーラシア

東アジア経済圏



1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 

④政経矛盾を抱えながら発展するアジア 
－アジア経済が世界経済の中心－ 

 アジア経済は、巨大な市場規模や豊富な天然資源など潜在性が高いことから、
世界経済を牽引することは間違いない。アジアGDPが世界GDPに占める割合は
、現在の27%から2050年には52%になると予測されており、早ければ2030年代
にも50%を超えるとの見方もある。また、国境を超えたアジア経済連携が拡大す
る一方、欧米など世界各国がアジアシフトを強めるであろう。   

 とりわけ北東アジア経済は、EUやNAFTA(北米自由貿易協定)と並ぶ世界の一

大経済圏を形成しつつある。北東アジアは、域内経済連携が拡大しており、特に
日中韓3国間経済連携や中国・韓国・ロシア・モンゴル・北朝鮮2国間経済関係な
どの相互依存関係が深まっている。 

 今後、北東アジアは、東アジア共同体構想(ASEAN＋3、もしくは6、6プラス米国・
ロシア)、 APEC(アジア太平洋経済協力、加盟国21カ国)、上海協力機構(中国・
ロシア・カザフスタン・キルギス・タジキスタン・ウズベキスタンの6カ国加盟)などを

通じて政経矛盾を解消する道を模索しながら、アジア・ユーラシアダイナミズムを
牽引するであろう。 
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1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 

 ④政経矛盾を抱えながら発展するアジア 

 北東アジア経済圏の経済規模(2010年)は、世界経済に占める割合が2割強(GDP23%、
貿易21%)に上る。 

 市場規模を表す人口も2割強(24%)を占めており、他の経済圏(EU7%、NAFTA6.4%、メル
コスール4.8%、 ASEAN4.8%)を圧倒している。 

 また、北東アジア経済圏の一部である環渤海経済圏だけでも世界経済に占める割合
がGDP6.8%、貿易12.9%と、ASEAN(GDP4.8%、貿易7.2%)を上回っている。 

 北東アジア経済圏では、日中韓が中核となっており、GDP・貿易・投資・人口はそれぞ
れ北東アジアの8割を占めている。 
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北東ｱｼﾞｱ
(環渤海

経済圏）
ASEAN NAFTA

MERCOSU
R

EU

貿易額 21.0% 12.9% 7.2% 14.0% 3.1% 15.0%

GDP 23.0% 6.8% 4.8% 25.0% 5.6% 25.0%

人口 24.0% 6.0% 8.5% 6.4% 4.8% 7.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

世界経済圏の比較（対世界比率、2010年）

注記：北東アジアとは日本・中国・韓国・台湾・モンゴル・ロシア･北朝鮮の7ヶ国を指す。

出所：JETORO、九州アジア国際化データバンク2010年度、World Bank Databasesより作成。



1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 
 ④政経矛盾を抱えながら発展するアジア 
－環渤海経済圏がアセアンを上回る－ 

14 
出所：　JETORO,内閣府、財団法人：福岡アジア都市研究所、門司税関　調査部　調査統計課、九州アジア国際化データベース2010年データより作成。

【上海市】
人口： 2,302

GDP： 216,107

GDP/人：95万円

貿易： 295,040

【江蘇省】
人口： 7,866

GDP： 521,540

GDP/人：66万円
貿易： 372,560

【山東省】
人口： 9,558

GDP： 571,951

GDP/人： 59万円
貿易： 188,720

【河北省】
人口： 7,241

GDP： 304,000

GDP/人: 50万円
貿易： 40,000

【天津市】
人口： 1,228

GDP： 94,425 

GDP/人： 78万円

貿易： 51,120

【北京市】
人口： 1,755

GDP： 149,380

GDP/人：86万円
貿易： 171,840

【遼寧省】
人口： 4,383

GDP： 277,294

GDP/人： 63万円
貿易： 76,720

環 渤 海 経 済 圏 の 経済規模

【福岡県】
人口： 507

GDP： 175,650 

GDP/人： 262万円
貿易： 61,126

【熊本県】
人口： 182

GDP： 53,660

GDP/人： 218万円
貿易： 1,156

【佐賀県】
人口： 85

GDP： 27,240

GDP/人： 227万円

貿易： 1,158

【長崎県】
人口： 143

GDP： 43,200

GDP/人： 215万円

貿易： 5,505

【大分県】
人口： 120

GDP： 40,440

GDP/人： 229万円

貿易： 23,149

【宮崎県】
人口： 114

GDP： 34,700

GDP/人： 206万円
貿易： 1,090

【鹿児島県】
人口： 171

GDP： 51,330

GDP/人： 220万円

貿易： 15,241

◇面 積 合計:84.2万k㎡
九州： 4.2万k㎡

韓国(環渤海地域)： 5.4万k㎡

中国(環渤海地域)：62.3万k㎡
北朝鮮(全体)： 12.3万k㎡

◇G D P  合計:4兆2,124億ﾄﾞﾙ
九州： 5,327億ﾄﾞﾙ

韓国(環渤海地域)：9,854億ﾄﾞﾙ

中国(環渤海地域):26,683億ﾄﾞﾙ

北朝鮮(全体)： 260億ﾄﾞﾙ

【行政区名】（単位）

人口： 万人 GDP ： 億円

GDP/人： 円/人 貿易 ： 億円

〔凡例〕

日 本

韓 国

北朝鮮

中 国

山東省

渤海

河北省
遼寧省

ソウル
◎

江蘇省

北京 ◎
天津●

黄海

瀋陽
●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

福岡釜山

大分
佐賀

宮崎
鹿児島

長崎

大連

大田
仁川

●

●

青島

煙台
済南

●

●
●

上海

蘇州南京

◇人 口 合計:4億2,399万人
九州： 1,322万人

韓国(環渤海地域)： 4,279万人

中国(環渤海地域)：34,393万人

北朝鮮(全体)： 2,405万人

【仁川市】
人口： 282

GDP： 45,045

GDP/人： 159万円
貿易： 52,640

【大田市】
人口： 153

GDP： 20,470

GDP/人： 133万円
貿易： 5,680

【京畿道】
人口： 1,207

GDP： 187,012

GDP/人： 155万円
貿易： 148,320 

光州

【釜山市】
人口： 356

GDP： 52,811

GDP/人： 148万円

貿易： 23,360

◇地方自治体
九州の7県、韓国の6道6市、中国の4省3市、

北朝鮮
九州：福岡県･佐賀県･長崎県･熊本県･大分県･

宮崎県･鹿児島県。

韓国（環渤海地域)：京畿道･忠道南道･

全羅北道･全羅南道･慶尚南道･済州道。

ソウル･仁川･大田･光州･蔚山･釜山の

各広域市。

中国（環渤海地域)：遼寧省･河北省･山東省･
江蘇省･北京市･天津市･上海市。

北朝鮮（全域）

熊本
済州島

【全羅南道】
人口： 192

GDP： 49,244

GDP/人： 256万円

貿易： 69,760

【忠清南道】
人口： 212

GDP： 54,496

GDP/人： 257万円
貿易： 74,800

【光州市】
人口： 140

GDP： 14,453

GDP/人： 103万円

貿易： 14,800

【全羅北道】
人口： 186

GDP： 27,703

GDP/人： 149万円
貿易： 14,400

【済州道】
人口： 56

GDP： 8,308

GDP/人： 148万円

貿易： 232 

●

【ソウル市】
人口： 1,058

GDP： 226,971

GDP/人 222万円
貿易： 143,280

【蔚山市】
人口： 108

GDP： 48,059

GDP/人： 444万円

貿易： 149,680

【北朝鮮(平壌市)】
人口： 2,405

GNI： 20,800

GNI/人： 8万円

貿易： 6,424

◎平壌

蔚山

◇貿 易 合計:208兆2,481億円
九州： 10兆4,545億円

韓国(環渤海地域)： 77兆5,512億円

中国(環渤海地域)：119兆6,000億円
北朝鮮(全体)： 6,424億円

【慶尚南道】
人口： 329

GDP： 53,794

GDP/人： 163万円
貿易： 78,560



1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 
 ④政経矛盾を抱えながら発展するアジア 

－葛藤深まる北東アジア情勢－ 

 しかしながらアジアには、安全保障(歴史認識・体制間対立・ナショナリズム・テロ
・人権)、経済発展(サステイナビリティ)、環境・エネルギー(地球温暖化・大気汚染
・省エネ)、社会文化(貧困・感染症・保健・教育・アイデンティティ)などの多くの問
題が横たわっている。 

 

 とりわけ北東アジア情勢は、冷戦(米日韓と中ロ朝の対立による地域冷戦)、北朝
鮮問題(核・ミサイル・拉致)、領土問題(日中:尖閣諸島、日韓:竹島・独島、日ロ:北
方領土、朝鮮半島:38度線・北方限界線)、歴史認識(中韓と日本:教科書・靖国神
社、朝鮮半島と中国:高句麗)、環境・エネルギー問題、日中ヘゲモニーなど対峙
の構図にあり、葛藤が深まっている。 

 

 北東アジアは、経済連携が拡大する反面、国際関係が緊張するという大きな政
経矛盾を抱えながら、新たな経済発展の道を模索している。 
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1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 
 ④政経矛盾を抱えながら発展するアジア 

－冷戦構造と高句麗問題－ 

16 

朝鮮半島における冷戦構造 

出所：『韓国（東京大学 木宮正史）』P.20を加工修正し、作成。 

中国 
米国 

ロシア(ソ連） 

韓国 北朝鮮 

(国際冷戦)の層 

(民族・内部対立)の層 

中国 

(地域冷戦)の層 

日本 

北朝鮮 

ロシア 米国 

韓国 

出所:Wikipedia東アジア史引用。 

高句麗(紀元前37年～ 668年) 

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/ja/7/77/Three_Kingdoms_of_Korea_Map.png


1.アジア・ユーラシアダイナミズムといかに向き合うか 
 ④政経矛盾を抱えながら発展するアジア 

－北朝鮮研究の世界的動向－ 

北朝鮮研究の方法論 

① 北朝鮮悲観論 

   北朝鮮は、経済破綻しており、崩壊するという悲観論を展開している。これは、日本の文献に多く、20年以上にわ
たり北朝鮮が経済破綻し、崩壊すると予測しているが、現時点では的中していない。 

② 北朝鮮楽観論 

   北朝鮮の経済政策の正当性を主張するものである。これは、北朝鮮の文献に多い。政治体制の維持を目的に理
論展開しており、実証性や説得力に欠ける。 

③ 南北経済共同体推進論 

• 北朝鮮の改革開放を促し、南北経済共同体の形成を推進する理論である。これは、韓国の文献に多く、主流と
なっている。ただ、度々理論や予測の軌道修正を余儀なくされている。 

        これまでは南北対等の立場で経済共同体を推進していたが、現政権は韓国主導に経済統合を進める論理に変
化している。 

• 韓国の主要大学には、北朝鮮学部を設置しており、最も有名な慶南大学北韓大学院には世界各国から集まった
留学生が北朝鮮研究に励んでいる。また、行政機関、シンクタンク、大企業(銀行)には、必ず北朝鮮研究部署が
ある。さらに、韓国の北朝鮮学会員数が400名に上るのに対して、日本の現代韓国朝鮮学会(会員数200名)の
北朝鮮研究者数は40名に過ぎない。 

④ 北朝鮮管理論 

   米国や中国は、自国の外交戦略に合わせて対北朝鮮政策を管理している。 

⑤ 北朝鮮利害関係論 

   欧州諸国やロシアは、北朝鮮を脅威として認識しておらず、自国の利害に合わせて積極的に付き合っている。 
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2.東アジアの経済相互依存関係の実態 
2-1.北東アジア経済圏の地政学的立地 

北東アジア経済圏の地政学的立地 

 

① 市場化を進めるユーラシア経済圏の中核。北東アジアから中央アジア、
アセアン、インドまでを結ぶネットワーク型経済発展の原動力である。 

 

② 日中韓3カ国が北東アジア経済圏と世界経済をリードしている。 

 

③ アジアに残された最後で最大のエネルギー資源のフロンティアである。 

 

④ 日本とユーラシア大陸を繋ぐ国際物流拠点である。 

 

⑤ 北東アジアの安全保障が、国際平和システムに影響を及ぼす。 
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2-1.北東アジア経済圏の地政学的立地 

①ユーラシア経済圏の中核、北東アジアから中央アジア・アセアン・インドまで
を結ぶネットワーク型経済発展の原動力 

19 

ロシア

中国

モンゴル

北東アジア経済圏

新ｼﾙｸﾛｰﾄﾞ経済圏

大メコン経済圏

ヒマラヤ経済圏

新極東経済圏

環日本海経済圏

環渤海経済圏

雲南省 広西チワン

ﾁﾍﾞｯﾄ

新疆ｳｲｸﾞﾙ

インド
ﾐｬﾝﾏｰ ﾍﾞﾄﾅﾑ

ﾈﾊﾟｰﾙ
ﾌﾞｰﾀﾝ

ﾊﾟｷｽﾀﾝ

ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ

ｷﾙｷﾞｽﾀﾝ
ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ

ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ

ﾗｵｽ

ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

モンゴル経済圏

（1.2億人）

（2.2億人）

（4億人）

（3.1億人）

（6,000万人）

（2,700万人）

（8,000万人）

注記：（ ）は人口。出所：多摩大学筆者作成。

（17億人）

日本

韓国

北朝鮮



2-1.北東アジア経済圏の地政学的立地 

②日中韓3カ国が北東アジア経済圏をリード 
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2-1.北東アジア経済圏の地政学的立地 

②日中韓3カ国が北東アジア経済圏をリード 

※各国･地域の数値は2005年生産実績。環渤海経済圏の生産台数は、生産能力を基に推計。

出所：多摩大学筆者作成。

環渤海経済圏

中 国

九 州

釜山

● 蔚山
●

牙山
●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

日 本

韓 国

北朝鮮

瑞山
群山

全州 光州

平澤

所下里

華城

瀋陽

天津

北京

済南

煙台

揚州

泰州

杭州 寧波

福州

蕪湖 上海

温嶺

塩城

渤海

黄海

南京
● 常州

●

● ●

富平
●

●

●

●

● 自動車生産拠点

その他日本

その他中国

台 湾

● 長春

● ハルピン

日本生産台数：1,090万台

中国生産台数： 575万台

韓国生産台数： 370万台

台湾生産台数： 45万台

合計 2,080万台

北東アジア経済圏 九州の主な自動車・半導体関連企業の分布図

：自動車関連企業

：半導体関連企業

トヨタ自動車九州

（福岡県宮若市）

三菱電機ﾊﾟﾜｰﾃﾞﾊﾞｲｽ製

作所（福岡市）

小糸九州

（佐賀市）
豊田合成九州

（佐賀県武雄市）

NEC九州

（熊本市）

ｿﾆｰｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ九州

熊本工場（熊本県菊陽町）

富士通ｲﾝﾃｸ゙ ﾚｰﾃｯﾄﾞ

ﾏｲｸﾛﾃｸﾉﾛｼﾞ九州工場

（鹿児島県薩摩川内市）
京セラ鹿児島国分工場

（鹿児島県霧島市）

宮崎沖電気

(宮崎県清武町)

アイシン九州

（熊本県城南町）

富士フィルム九州（菊陽町）

東芝大分工場

（大分市）

大分キャノン

(大分県国東市）

日産自動車九州工場

（福岡県苅田町）

九州シロキ（北九州市）

ダイハツ九州

（大分県中津市）

ホンダ熊本製作所

（熊本県大津町）

デンソー北九州

製作所(北九州市)

出所：各種報道より作成。
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ユ－ラシア大陸から見る日本海 

ロ シ ア
中  国

日 本

韓 国

北朝鮮

東ｼﾅ海

日本海

ｵﾎｰﾂｸ海

黄海

出所：富山県HP

渤海 
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2-1.北東アジア経済圏の地政学的立地 

②日中韓3カ国が北東アジア経済圏をリード 

    －日韓企業連携－ 

 日韓企業連携が、本格的に動き始めている。これは、日本企業が韓国企業を脅威として捉えるのでなく
、連携して世界市場を開拓しようという新たなグローバルビジネスモデルとなりつつある。日韓企業連携
は、これまでは日本企業が韓国企業をコスト削減目的で利用するような連携が多かったが、今や日韓を
代表する大手企業同士が相互の長所を生かしてシナジーを図ろうとするフラットな連携が目立つように
なったからだ。連携目的は、技術協力、販売拡大、共同価格交渉、共同海外進出、買収防衛などとなっ
ている。 

 新日鉄とポスコは、2000年に戦略的提携関係を結んで以来、アルセロール・ミタルからの買収を共同で
防衛しようとしているほか、ブラジル鉄鋼大手ヴァーレに対する鉄鉱石の共同価格交渉（2006年以降）、
新日鉄も出資したベトナム冷延工場（2009年10月稼働）、製造過程の副産物をリサイクルする韓国での
合弁事業（2009年11月稼働）などを行っている。両社が開いた技術交流会は500回（延べ参加者7000

人）に上るとされ、文化交流も行われており、毎年両国でオーケストラや伝統音楽などの演奏会を催して
いる。新日鉄とポスコの日韓企業連携の強みは、このような人と人との交流といえよう。 

 

(最近の日韓企業連携の大型事例) 

 2010年12月東芝とサムスン電子が、半導体のシステムLSI（大規模集積回路）分野で提携する。巨額な
設備投資が必要な先端品について東芝は、設計だけを手がけ、生産はサムスンに委託する。 

 2011年3月新日鉄、ＪＦＥスチール、石油天然ガス金属鉱物資源機構、双日と韓国ポスコ、韓国国民年
金公団の日韓企業連合が、ブラジルの鋼材向けレアメタル鉱山開発会社CBMM社に合計15%出資(出
資比率:日本勢10%、韓国勢5%。総投資額は1500億円規模。 
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分野 日本企業名 韓国企業名
提　携

発表日
目的及び戦略

国際協力銀行
韓国輸出入銀

行(政府系)
2006年
5月

日韓企業が新興国で大型プロジェクトを受注できるよう協調融資などで支援する。日本

の技術力と韓国の価格競争力を合わせ、欧米企業に対抗する。


みずほｺｰﾎﾟ

ﾚｰﾄ銀行

新韓銀行、

韓国産業銀行

(政府系)

2006年
9月

資本・業務提携（新韓の持株比率1.25％）。

アジアでシェアを伸ばすサムスン電子やヒュンダイ自動車など韓国優良企業を睨み、投

資銀行ビジネスを展開する。

住友信託銀行 ハナ銀行 2006年
12月 業務提携。不動産仲介や融資の拡大を狙う。


りそな銀行 韓国外換銀行 2007年
1月 業務提携。韓国進出する日本企業への融資拡大を狙う。

三菱ＵＦＪ証券 大宇証券 2007年
1月 業務提携。韓国企業の東京市場上場やM＆Aを仲介する。


三井住友銀行 国民銀行 2007年
3月
業務提携。韓国に進出する日本企業向け金融サービス、日韓の資金管理サービス・貿

易金融、国際市場でのプロジェクトファイナンスなど。

エネル

ギー
新日本石油 SK 2007年
1月

資本提携（持株比率1％）。中国やインドなどアジア地域で拡大する石油需要を睨み、

製油所建設や卸売り事業を行う。また相互融通による輸送コスト削減を図る。

新日鉄 ポスコ 2006年
10月
2000年に提携開始。資本提携を強化（持株比率5％）。

買収防衛の協力、鉱山の共同開発、製品相互供給など相乗効果を強める。

JFEスチール 東国製鋼 2006年
9月
資本提携を強化（持株比率15％）。

厚板工場の建設技術と高級厚板の製造技術を支援し、原料のスラブを安定供給。

JFEスチール 現代製鉄 2007年
1月

資本・業務提携の交渉開始。

ヒュンダイ高炉建設へ参画、自動車用高級鋼材技術を供与し、アジアでの供給力を高め

る。また新日鉄・ポスコ提携に対抗し、国際戦略を強化する。


物流 JR貨物 韓国鉄道公社 2006年
9月
業務提携。本年1月から東京～ソウル間を4日で結ぶ企業向け物流事業サービスを始

める。リードタイムは、航空貨物に比べ1日余計にかかるが、物流コストが半額。

2004年
4月
資本提携。合弁会社S-LCD（ソニー49％：サムスン51％）を設立。

韓国の忠清南道牙山で液晶パネルを共同生産し、安定供給を図る。

2006年
6月
280億円を追加投資。ソニーとサムスン向けパネル生産能力を月産108万枚（32インチ

換算）に引き上げる。

2011年12月 提携解消

NTTドコモ LG電子 2005年
6月

KDDI パンテック 2005年
12月

トヨタ サムスン電子 2012年2月 車内でスマートフォンを安全・快適に利用できるシステムを共同開発する。

電

器

電

子

その他:サントリーとロッテ(2001年業務提携)、サッポロとメイル乳業(2012年2月資本提携)、キリンとハイトジンログループ(2012年1月連携強

化)、タカラトミーとソノコン(2011年1月業務提携)、ＮＴＴドコモ・ＫＤＤＩ・ソフトバンクとSKテレコム・KT(2011年12月電子決済協議会)、セガサミー

(セガトイズ) と大元メディア(2012年2月アニメ業務提携)、伊藤忠とロッテ(2010年8月中国テレビ通販市場共同参入)

出所：筆者作成

業務提携。携帯電話の共同開発や販売を行い、ニーズの多様化への対応、タイムリー

な商品投入、コスト競争力の確保を狙う。

金

　

融

日韓企業連携の事例

鉄

　

鋼

ソニー サムスン電子



2-1.北東アジア経済圏の地政学的立地 

②日中韓3カ国が北東アジア経済圏をリード 

    －日韓企業連携－ 

(日本企業の韓国進出の本格化) 

 旭化成と東レが、韓国に世界最大の工場を建設する。 

 狙いは、①韓国のFTAを活用した輸出拠点化、②韓国市場と中国市場、③電気料金と物流費の安さ、④
法人税率の低さ。 

 旭化成は、2011年1月に韓国蔚山市で200億円を投じ、年産25万トンの樹脂原料工場を建設し、韓国の
生産能力を合計55万トンに引き上げる。生産するのは、液晶テレビなどのボディーや自動車の内装に使
う高品質なABS樹脂の主原料「アクリロニトリル（AN）」。2013年1月に同工場が完成すれば、同原料の
世界最大（年産55万トン）の生産拠点となる。 

 東レは、2011年1月に韓国慶尚北道（亀尾市）で49億円を投じ、年産2200トンの炭素繊維工場を建設す
る。生産するのは、パソコン・自動車・風力発電機・天然ガスのタンクなどに使う炭素繊維。完成は、2013

年1月の予定。さらに、2020年までに350億円を投じ、生産量を年間1万4000トンに増やし、世界最大の
炭素繊維工場にする。 

 住友化学も、韓国に200億円を投じて、スマートフォンに使うタッチパネル工場を建設する。製品は全量、
サムスンに供給する。液晶よりも高精細な有機ＥＬ（エレクトロ・ルミネッセンス）と組み合わせた、視認性
の高いタッチパネルを世界に先駆けて供給する。サムスンは、これまでタッチパネルを内製するほか台
湾企業などから調達していた。住友化学から高機能タッチパネルを安定調達し、他のスマートフォンとの
差別化を図る。 

 今後、日韓企業連携は、グローバルビジネスモデルとなる。 

 日韓企業連携によるインドやロシアなどへの進出。 

 日韓に台湾を加えた、「日韓台企業連携による中国進出」も注目される。 
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2-1.北東アジア経済圏の地政学的立地 
③エネルギー資源のフロンティア 

北東アジアのエネルギー・資源の分布図

出所：韓国エネルギー経済研究院、北東アジアエネルギー研究センターより引用。

432

150

485

290

103

156

130

2

151

54105

36

380

43

12
160

1,407148

5

10

54117

66

33

20

39
11

50
1

26 



2-1.北東アジア経済圏の地政学的立地 
③エネルギー資源のフロンティア 

－世界が狙う北朝鮮資源－ 

 原油ガスはロシア極東シベリア、天然資源はモンゴル(金・銅・石炭・ウラン)と北朝鮮(レアメ
タル)が豊富。 

 

 北朝鮮資源(推定6兆ドル＝５３４兆円)を巡る各国の動向は、以下の通り。 

• 中国は、すでに鉄鉱石開発(茂山鉱山)に深く関わっており、銅や石炭も開発中。 

• 韓国は、黒鉛鉱山を開発する一方、電子部品原料の7鉱種(ニッケル・クロム・タングステン・
コバルト・モリブデン・マンガン・バナジウム)を狙う。また赤字続きの金剛山開発を続ける理
由は、金剛山に埋蔵されているタングステンとモリブデンという見方もある。 

• ロシアは、極東の剰余電力を供給する見返りに鉱山開発権を要求。 

• 英国は、北朝鮮開発投資ファンド組成によるウランなど鉱山開発や北朝鮮領海(黄海)の石
油・天然ガス開発を推進。 

• 米国は、ゴールドマンサックスやシティグループがウラン濃縮疑惑以前にウランなど資源開
発に関心を寄せた。また国防総省(地質学者7名)が北朝鮮金鉱山の資料収集を日本で
行った。 

• ドイツは、自動車軽量化原料のマグネシウムを狙う。 

• スイスは、Quintermina社がマグネサイト開発を計画。  

• ブラジルは、伯朝外相会談(09年5月)でペトロブラス社が北朝鮮領海(日本海)の深海油田
探査に協力することで合意した。また平壌に大使館を設置する。  
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2-1.北東アジア経済圏の地政学的立地 
③エネルギー資源のフロンティア 

 －世界が狙う北朝鮮資源－ 

笏洞

甲山

端川

楽淵

戴寧

安岳

黄州松林

价川

徳城

利原

虚川

茂山

広泉

金策
吉州

長津

狼林
万徳

業億

遂安

元山

通川

開城

南浦

金谷

楚山

江界

中江
恵山

北朝鮮の地下資源主要埋蔵地

咸
鏡
北
道

咸鏡南道

両江道

江原道

慈江道

平安南道

平安北道

黄海南道 黄海北道

鴨 緑 江

殷栗

下聖

検徳

安州 高原

羅津

先鋒

清津

鏡城

城津

白岩

蟹興

赴戦

麻湖
威興

興南

和坪

新義州
大楡洞

雲山

平壌

寺洞

文川

鳳山

甕津

海州

○

○

○

○

○

○

○

○

○○

●
●

●

●

△△

▲

▽

◇

■

□

★球場

陽徳▲

大興▲

成川
□

△
竜門

鶴松△

昌城▲

 地下資源 産　出　地

 鉄鉱石　○ 茂山、利原、虚川、徳城、戴寧、下聖、安岳、松林、黄州、价川、泉洞
 亜鉛精鉱、鉛鉱石　● 笏洞、甲山、検徳、楽淵、
 無煙炭　△ 安州、高原、新倉、竜登、鶴松、三神洞、竜門
 大理石　▲ 金策、平山
 鉄（Fe)　▽ 茂山、利原、殷栗、戴寧、价川、江西
 重石（Wo3)　▲ 新坪、大興、陽徳、昌城
 モリブデン（MoS2)　◇ 遂安、鍾城、魚郎、金剛
 マンガン（Mn)　◆ 富坪、金剛
 ニッケル（Ni)　☆ 廣川、ブユン
 石炭　★ ジュンサン、徳川江東、价川、安州、球場、高原、セッピョル
 亜鉛（Zn)　□ 廣川、成川、价川、狼林、松源、謂原
 金（Au)、銀（Ag)　■ 東倉、雲山、遂安、延山、虚川、金剛
 マグネサイト（Mgo） ※ 廣川、陽光白岩、雲興
 石灰石（CaO)　× 江東、馬洞、会寧、古茂山、利原
【その他】
チタン精鉱、タングステン精鉱（特に鉄マンガン重石と灰重石）、モリブデン精鉱（主に輝水鉛鉱）、モナズ
石精鉱（希土類の含有 30～60％）、ジルコン（原子炉材料の金属ジルコニウム、超高速鋼の原料）、鱗状
黒鉛、土状黒鉛、マグネサイト及びマグネシア･クリンカー、苦灰石（白雲石）、藍晶石、ブルサイト（水滑
石）、蛭石（変黒雲母）、耐火粘土、耐火レンガ、カオリン、紅珪石、珪石、珪砂、長石、球石（遮湖）、ライニ
ングストーン（内張石）、タルク（滑石）、黄土、重晶石、蛍石、花崗岩、雲母、雲母スクラップ、天然スレー
ト、珪藻土、蛇紋石、軽石、トパーズ、水晶、スピネル（尖晶石）、石榴石、電気石、オパール、アマゾン石、
月長石、碧玉、軟玉（ヒスイ）など

北朝鮮の主要鉱物埋蔵及び分布状況

区　分 品　位 埋 蔵 量 分 布 地

 鉄（Fe) 20～50％ 20～40億ﾄﾝ
咸鏡北道･茂山、咸鏡南道・利原、黄海南道・
殷栗、戴寧、平安南道・价川、江西

 重石（Wo3) 65％ 20～30万ﾄﾝ
黄海北道・新坪、咸鏡南道・大興、平安南道・
陽徳、平安北道・昌城

 モリブデン（MoS2) 90％ 1,000～3,000ﾄﾝ
黄海北道・遂安、咸鏡北道・鍾城、魚郎、江原
道、金剛

 マンガン（Mn) 40％ 10～30万ﾄﾝ 咸鏡北道･富坪、江原道・金剛

 ニッケル（Ni) 3％ 1～2万ﾄﾝ 咸鏡南道・廣川、咸鏡北道・ブユン

 石炭 6,000cal

147億ﾄﾝ

（無煙炭117億ﾄﾝ、
有煙炭30億ﾄﾝ）

平安南道・ジュンサン、徳川江東、价川、安

州、平安北道･球場、咸鏡南道・高原、咸鏡北
道・セッピョル

 亜鉛（Zn) 100％ 1,000～2,000万ﾄﾝ
咸鏡南道･廣川、平安南道・成川、价川、慈江
道・狼林、松源、謂原

 金（Au) 100％ 1,000～2,000ﾄﾝ
平安北道・東倉、雲山、黄海北道・遂安、延
山、咸鏡南道・虚川、江原道・金剛

 銀（Ag) 100％ 3,000～5,000ﾄﾝ 同上

 マグネサイト（Mgo） 45％ 30～40億ﾄﾝ 咸鏡南道，廣川、陽光白岩、雲興

 石灰石（CaO) 50％ 1,000億ﾄﾝ
平安南道・江東、黄海北道・馬洞、咸鏡北道・
会寧、古茂山、咸鏡南道・利原

出所：「1995年北朝鮮概要」韓国統一院、1995.12
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2-1.北東アジア経済圏の地政学的立地 

④日本とユーラシア大陸を繋ぐ国際物流拠点 
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北東アジア輸送回廊 （11ルート）
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出所：多摩大学筆者作成。
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2.東アジアの経済相互依存関係の実態 
2-2.中朝経済 

 北朝鮮の対中政策(実利主義)転換(2000年)以降、中朝経済連携が本格化。 

 北朝鮮トップ(金正日総書記)が6回訪中し、中国トップも2回訪朝(2001年江沢民主席、2005年胡錦濤主席)。 

 2010年5月、8月、 2011年5月中朝首脳会談を通じて北朝鮮は、経済政策と外交政策を大きく転換。 

 
中朝貿易 

 中国の対北貿易(2010年)は、前年比41.1％増の34.7億
ドル(輸出22.8億ドル、輸入11.9億ドル)。中朝貿易は、
北朝鮮総貿易の約5割を占める。 

 主要輸出品目は、原油・機械・食品、主要輸入品目は、
鉱物・鉄鋼・アルミニウム。貿易構造は、中国による北朝
鮮からの資源輸入と北朝鮮への消費財輸出という補完
的構造へと急速に移行しつつある。 

 中朝貿易の7割は丹東－新義州間、3割は延辺－羅津
間で行われている。丹東では、100社の北朝鮮貿易会
社(貿易会社総数130社)と126社の中国貿易会社が北
朝鮮ビジネスを行っている。北朝鮮人の丹東出入国者
は、延べ2万2,576人。 

中国の対北投資 

 中国の対北投資は、2006年以降急拡大。2006年(1億2,000万ドル)は、2003年(100万ドル)に比べ120倍に増加。背景に
中国の北朝鮮投資促進政策。国務院弁公室36号文件(2005年6月)で東北振興の一環として北朝鮮資源開発を位置づけ
た規定(30条項のうち18条と24条)がある。北朝鮮に投資する中国企業数は、120社で東北3省の企業が多い。対朝投資は
、資源開発型投資、先取り型投資、インフラ投資、水産資源開発型投資の4形態がある。 

 資源開発型投資の代表的な事例は、茂山鉱山開発。同鉱山は、推定埋蔵量12億トンと東アジア最大規模で1930年代三
菱マテリアルが開発したもの。中国の通化鉄鋼グループ、延辺天池鉄鋼グループ、中鋼グループの3社コンソーシアムが、
50年採掘契約を結んだ。中国側は、電気・機械設備・技術など14億ドル相当を提供し、毎年 1,000万トンの鉄鉱石を搬出
する。現在、北朝鮮から中国への鉄鉱石搬出量は、1日4,000トンで100台の10トントラック(積載量20トン)が毎日2往復。こ
の光景は、北朝鮮のミサイル発射後や核実験後も変わりない。鉄鉱石は、茂山鉱山から中国和龍駅までトラックで運び出
され、そこから鉄道輸送されている。 

  

 

中国の対朝貿易の推移  
（単位：100万ﾄﾞﾙ） 
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出所：中国海関統計より作成。 
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中国・韓国の対北朝鮮投資の現況と国境貿易拠点
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2.東アジアの経済相互依存関係の実態 
2-2.中朝経済 

－2010年5月中朝首脳会談(北京)－ 

出所:韓国聯合ニュース 32 



2.東アジアの経済相互依存関係の実態 
2-2.中朝経済 

－北朝鮮の中国への不満－ 
北朝鮮と中国の本音 

(北朝鮮の本音・不満) 

 ①中国の援助が減った、②高句麗は中国とする領土問題、③朝鮮戦争で中国軍は北朝鮮のために戦わなかっ
た、④中国の修正主義、⑤韓中国交正常化、⑥中朝貿易で中国から粗悪商品しか入ってこない。 

 この不満のはけ口をロシアとの関係強化に向ける。ロシアとの友好協力条約の修正は終えたが、中国とは修正
を終えていない。また核実験を最初に通達したのはロシア。さらには朝鮮戦争終結を中国を抜いて米朝韓でやろ
うとした。 

(中国の本音) 

 北朝鮮を生かす意思も崩壊させる意思もないが、人道支援は行う。また、北朝鮮に影響力を持っていると言われ
ているが、あるないかは別にして、言われるのは一向に構わない。 

 中国は、北朝鮮がクライシスするにしろ、南北統一するにしろ米軍が北朝鮮に入ってくるのは困るというのが本
音。 

 現段階では、北朝鮮問題をフリ－ズにしておくのが得策。 

 中国は、北朝鮮に対して経済的に利するのでなく、害しているという見方もできる。中国は、北朝鮮から一級の鉱
物・水産資源をもらって、粗悪な商品を北朝鮮に渡している。しかし今後も中国が需要独占の立場を生かし、中
朝経済を拡大させる。 

 

今後の中国の対朝戦略 

 中国は、2009年5月北朝鮮の2度目の核実験と6発の弾道ミサイル発射に対して、国連安保理が決議した制裁
の履行を統括する部署を政府内に新設する一方、北朝鮮の市民生活・貿易・人道支援に影響を与えるべきでな
いとの立場を表明。 

   今後、国連制裁という国際世論を意識しつつも、人道支援という立場や中朝国交樹立60周年(2009年)などを機
に、さらに経済協力を拡大させると予想される。具体的には、これまでの北朝鮮への経済援助という性格を脱し、
北朝鮮の資源と市場の確保というビジネスの観点から拡大に向かうであろう。 

 一方、北朝鮮は、「中国を鵜呑みにせず、中国をよく学べ(朝鮮労働党の学習内容)」という中国観をもって経済活
動を行う。 

33 



2.東アジアの経済相互依存関係の実態 
2-3.蒙朝経済 

 蒙朝首脳会談(モンゴルのザンダンシャタル外相と北朝鮮の金永南・キムヨンナン最高人民
会議常任委員長)が、 2010年4月22日北朝鮮ピョンヤンで開催された。 

 また、モンゴル政府と北朝鮮羅先(ラソン)特別市が、経済貿易の関係強化に関する覚書を

調印。両国の狙いは、モンゴルが鉱物資源の海外輸出のための港湾確保、北朝鮮が外資
導入。モンゴルが、羅津港(ラジン、羅先特別市)と石油精製工場に投資する。モンゴルは、
羅津港経由で中東などから石油が調達できれば、ロシア(輸入量の9割以上)へのエネルギ
ー依存から脱皮を図れる。 

 

羅先市

図們江輸送回廊

道 路
(67㎞から48㎞
に短縮）

南陽

元江里

図們

工業団地
（5～10k㎡）

先鋒

圏河

羅津港

中 国

ロシア

北朝鮮

琿春市

出所：多摩大学筆者作成。

北朝鮮・羅津港とロシア・ハサン間鉄道の現況

朝鮮半島東部輸送回廊

ハサン

ウラジオストックへ

シベリア鉄道

豆満江
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2.東アジアの経済相互依存関係の実態 
2-3.蒙朝経済 

 －2010年4月蒙朝首脳会談(ピョンヤン)－ 

出所: AFPBB News 
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2.東アジアの経済相互依存関係の実態 
2-4.露朝経済 

 2000年プーチン政権の発足以降、ロ朝経済連携が拡大。 

 2002年「ロ朝友好善隣協力条約」締結とプーチン大統領の訪朝。 

 2008年ロ朝国交正常化60周年。 

 2001年、2002年、2011年金総書記の訪ロ。 

 メドベージェフ・プーチン政権は、ロシア極東開発に中国東北部と北朝鮮を活用しようと
している。 

 

ロ朝貿易 

 ロシアの対北貿易(2010年)は、前年比79.3%増の1億1,000万ドル。主要輸出品目は、
重油・木材・自動車(部品)。主要輸入品目は、電気機器・音響映像設備・ボイラー。 

 ロ朝貿易は、ソ連崩壊後減少していたが、2004年に歯止めがかかり、2005年には日朝
貿易を抜いて中国、韓国次ぐ3番目の貿易相手国に浮上。原油輸入を中国に依存して
いる北朝鮮は、ロシアからの原油輸入を増やし、エネルギーの安定確保を図ろうと模索
している。しかし返済能力がないため原油代金として大規模な労働力をロシアに提供し
ている。  

 1万人の北朝鮮労働者が、シベリアや極東地域の農林水産・石炭・建設業に従事。中国
人よりよく働くと評価が高く、極東で不可欠の存在。2012年ウラジオストクでのAPEC首
脳会議の準備に向けた主要インフラ開発・建設事業(38億ドル)への参加を狙う。ロシア
も再三、北朝鮮人労働者の派遣を要請。 

 一方、ロシア民族主義を訴える若者が、北朝鮮人や中国人の勤勉さや人件費の格安さ
に逆恨みし、襲撃事件が多発している。2006年末にウラジオストクで2人の北朝鮮人が
殺害された。 
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2.東アジアの経済相互依存関係の実態 
2-4.露朝経済 

－2011年8月露朝首脳会談(シベリア東部ウランウデ)－ 

出所：ロイター 
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2.東アジアの経済相互依存関係の実態 
2-4.露朝経済 

 －ロシア・北朝鮮・韓国ガスパイプライン－ 
ロシアの対北投資  

 露朝政府間経済通商委員会(2007年)でロシアは、対北債権88億ドルを放棄し、石炭・電力供給、製鉄所・石油コンビナート
・火力発電所の修復、鉄道の近代化、工業製品や食料供給などで協力することを約束。 

• ガスプロムは、製油所再建に関する情報収集を始める。 

• ロシア極東の電力会社ウォストコエネルゴ社が、北朝鮮に剰余電力(30万キロワット)の供給を検討中。見返りに北朝鮮の鉱
物資源提供・鉱山開発権を要求。 

 朝鮮半島東部鉄道とシベリア鉄道の連結事業の再開。2008年10月北朝鮮・羅津～ロシア・ハサンを結ぶ鉄道および羅津
港の埠頭建設工事の着工式が行われた。北朝鮮側は全吉洙鉄道相、弓錫雄外務次官、金哲鉄道省次官、李明山貿易省
次官、キム・スヨル羅先市人民委員会委員長。ロシア側はウラジミール・ヤクーニンロシア鉄道社長、セルゲイ・ダリキン沿
海地方行政長官、アレクセイ･ボロダフキン外務次官、ワレリ･スヒニン駐朝ロシア大使が出席。 

• ロシア鉄道と羅津港当局が合弁会社(出資比率ロシア70%:北朝鮮30%)を設立し、推進する。投資総額2.3億ドル。 

• コンテナ処理能力は年間40万TEUで将来的に70万TEUにする。 

• 北朝鮮鉄道の復旧後、韓国鉄道と連結させる。 

• ロシア電力会社インテルRAO-UES社の訪朝による鉄道電力問題協議(2008年1月)、ロシア鉄道大学への北朝鮮留学生受
け入れ、羅津港への外国船舶入出航許可の取り付けなども行われている。 
 

韓国のロシア天然ガス導入経路

出所：多摩大学筆者作成。
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： 建設予定のガス配管

今後のロシアの対北戦略 
ロシアは、北朝鮮が核放棄すれば、ロシア・韓国・北朝鮮を
連結する鉄道網・ガス管・電力網の構築を本格的に推進すると
のスタンス。 
ロシアと韓国は、2008年9月両国首脳会談で、2015年をめど
に北朝鮮を経由する露韓ガスパイプライン計画、朝鮮半島縦
断鉄道とシベリア横断鉄道の連結構想に合意。 
ロシアと北朝鮮は、09年7月両国政府間で北朝鮮・羅津～ロ
シア・ハサン間の鉄道近代化に向けた協定を締結し、またロシ
アのガス公社と電力公社が露朝ガス管・電力網プロジェクトを
推進している旨を公表した。 
「ウラジオストク～北朝鮮～韓国ガスパイプライン建設(30億
ドル) 」は、2011年着工、2015年供給開始予定。韓国は手頃な
価格でガスを、ロシアが安定した供給先を、北朝鮮は通過料収
入(1億4,000万ドル)をそれぞれ確保する。 
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2.東アジアの経済相互依存関係の実態 

   2-5.南北経済 

 南北首脳会談(第1回2000年金大中大統領、第2回07年盧武鉉大統領)と太陽政策(1998～2007年)のにより南北経済協
力が本格化。南北経済協力は、食料支援、肥料支援、鉄道・道路建設、経済協力支援・融資で10年間累計額70億ドル(現
金29億ドル、現物41億ドル)、北朝鮮・金剛山観光の韓国人訪問者延べ200万人、北朝鮮・開城工業団地の入居韓国企
業123 社、北朝鮮労働者4万7,758人に上る。 

 李明博新政権以降(2008年)は、双方の政策転換により南北関係が悪化。韓国が対北政策を融和路線から現実路線(核
放棄決心すれば支援)に転換する一方、北朝鮮も対南政策を通美封南政策(米国とは通ずるが韓国は排除する)に転換。 

南北貿易 

 韓国の対北貿易(2010年)は、前年比14.6%増の19

億1000万ドル。輸出16.6%増の8億6,832万ドル、 

輸入11.7%増の10億4,392万ドルで貿易収支は1.7

億ドルの赤字。2012年1-2月は、前年同期比36%増
の2億3,500万ドル。 

 主要輸出品目は、電気製品、ステープルファイバー(

化学繊維を紡績用に短く切りカールした繊維、綿織
物、機械・コンピューター。主要輸入品目は、衣類、
魚類、電気製品。 

 

開城工業団地 

 開城(ケソン)工業団地の生産額(2010年)は、 前年比26%

増の3億2,332ドル。2004年12月～2011年8月累積生産額
は、 10億9,313 ドル。生産品目は、台所用品、履物、衣類、
自動車・半導体部品。 

 韓国人労働者年間往来数(2010年)は、延べ122,997(1日
あたり337人)、車両延べ83,566台(1日あたり229台)。 

 北朝鮮人労働者数は4万7,758人(2011年8月時点)で、賃
金は月70ドル(中国の約4割)。 

 開城産は、FTAによりチリ、シンガポール、アセアンで韓国
製品扱い(非関税)。また米国でも域外加工地域（OPZ）に指
定されれば2010年以降に韓国製品扱いなる可能性がある。 

 第一期工区（330ヘクタール、東京ドーム70個分）の一次分
譲が終わる。目標は、2012年、入居企業2,000社、雇用創
出73万人(北朝鮮人口の3%に匹敵、開城市人口23万人)。 

 ハーバード大学ビジネス・スクールで09年春学期より「開城
工団(北朝鮮に浸透した資本主義)」がケーススタディー科目。 

 

19億

7,000万

27億

9,254万

17億

9,700万

18億

2,000万

2007年 2008年 2009年

中国
韓国

出所：多摩大学筆者作成。

(単位：ﾄﾞﾙ)

韓国と中国の対北朝鮮貿易額の推移

26億

8,000万

16億

6,000万
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結び 

①日本の課題 

 中国・韓国・ロシアは、北朝鮮を戦略拠点として利用する一方、北朝鮮も中韓ロ
の思惑を利用している。 

 また米国も中国とロシアを睨み、朝鮮半島の戦略拠点化を狙う。米韓FTA(2012
年3月発効済み)や米朝国交正常化を進めている。 

 

                        「北東アジアの地殻変動」 

                                                「アジア・ユ－ラシアダイナミズム」 

 

日本の課題 

① 日中韓3国間経済連携と中韓ロ朝2国間経済連携とのバランスを図る。 

  

② 朝鮮半島の平和のために積極的に関与する。 

    ・日朝の信頼醸成なくして、朝鮮半島と北東アジアの平和はあり得ない。 

    ・北朝鮮を性善説や性悪説でなく、戦略的に捉える。 

 

③ 北東アジアを「覇権・軍事戦略の対象」から「平和・繁栄の象徴」に転換するため
グランドデザインを描く。 



結び 

②東アジアの課題 

1.東アジア経済・経営 

• 東アジア各国のマクロ経済・貿易・投資・FTA(EPA)・経済政策、東アジアグリーン成長ネットワーク、エネルギ
ー資源(原子力・共同備蓄)、環境(気候変動・黄砂・大気汚染・自然生態系・海洋)、水資源(ダム・河川・上下水
道)、インフラ(港湾・空港・鉄道・道路・市場)、食糧・農林水産、物流・人流、放送通信、雇用・労働市場 

• 産業動向(自動車・電気電子・造船・鉄鋼・機械・サービス業・クラスター)、宇宙開発、金融(AMF構想)、アジア
未来ファンド(北東アジア開発銀行)構想、企業経営(組織・会計・マーケティング)、技術・R&D、製造規格標準
化、医療・介護、観光(メディカルツーリング) 

• 東アジア共同体、北東アジア経済圏、環渤海経済圏、環日本海経済圏、辺境経済圏、東アジアビジネスモデ
ル、産官学連携、ベンチャービジネス(IT・再生エネルギー・バイオ・ナノ・新環境技術) 

2.東アジア歴史・政治・社会 

• 歴史・領土問題、ヘゲモニーと安全保障、北朝鮮核ミサイル拉致問題(6カ国協議)、朝鮮半島と北東アジアの
非核化、台湾問題、経済外交、東アジア共同体構想(東アジア経済統合、アセアン+3もしくは+6)、上海協力機
構、法律・制度、知的財産権、都市間ネットワーク(地方自治体・研究機関・企業)、メディア、 

   教育(アジア人材の育成)、スポーツ、人口問題(少子高齢化・移民)、貧困・社会福祉、宗教 

3.北東アジア域内二国間関係 

• 日韓関係、日朝関係、日ロ関係、日中関係、日モ関係、中韓関係、中ロ関係、中モ関係、中朝関係、 

   南北朝鮮関係、ロ韓関係、ロモ関係、韓モ関係、モ朝関係、中モ関係、ロ朝関係、日中韓3カ国間関係 

4.東アジア域内経済圏の連携 

• 東アジアと中央アジア、東アジアと東南アジア(アセアン10カ国)、東アジアと南西アジア(インド)、 

   東アジアと大洋州(豪州)、北東アジアと台湾 

5.東アジアと域外経済圏との連携 

• 東アジアと米州、東アジアと中南米、東アジアと欧州、東アジアと中東、東アジアとアフリカ 
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